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◇ 路線価とは

1 平成24年分路線価の平均変動率の概況

　7月2日、平成24年分の路線価が公表されました。
　平成24年1月1日時点の価格ですので、平成24年1月以降の動向は反映されていないことに留
意してください。
　全都道府県で下落しましたが、大都市圏を中心に下げ止まりの傾向が見られ、全国平均の下落
幅は昨年の-3.1％から-2.8％へ縮小しました。とはいえ、下落幅が縮小したのは23都道府県（前
年は31都道府県）にとどまり、21都道府県（前年は15都道府県）は下落幅が拡大しました。
　震災の影響が顕著に表れており、大きな被害を受けた東北、関東北部の県、被災地ではないも
のの将来「南海トラフ地震」の被害が予想される東海、四国の太平洋沿岸の県が下落率を拡大さ
せています。
　一方、大都市部においては昨年に引き続き下落幅を縮小させ、底打ち感が強まっています。

主要な道路に面した１平方メートル当たりの１月１日時点における土地の評価額で、相続税や贈
与税の算定基準となる価格です。国土交通省が毎年3月に発表する公示価格をベースに、国税
庁が売買実例や不動産鑑定士からの意見を考慮し、公示価格の約8割の水準を目安に算出しま
す。

路線価が定められていない地域の宅地は、固定資産税評価額に地域ごとの倍率を乗じる倍率
方式で評価します。

平成24年分標準宅地の評価基準額の平均変動率（※ゴシックは前年比より下落幅拡大）

平均変動率の推移
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2 平成24年分の県庁所在地における最高路線価の概況（上位10位まで）
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3 東京国税局各税務署管内の最高路線価の変動（価格順上位5位まで）
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　各都道府県庁所在地の最高路線価の上位は以上の通りです。最高路線価の地点は各
都道府県の商業集積地である事が多いので、その都市圏の景気動向が敏感に反映され
る傾向があると考えられます。

　横ばい地点、上昇地点が増加した事が注目されます。名古屋市、札幌市が上昇した
ほか、大阪市、京都市、福岡市が横這いとなっています。順位は、札幌市が神戸市を
再逆転しています。
　全国一の最高路線価は、27年連続で東京銀座5丁目銀座中央通り（文具店「鳩居堂」
前）の1㎡当り2,152万円（同地点のピークは平成4年の3,650万円）で、ピーク時の約
59％の水準です。これは、はがき一枚分の面積でおおよそ31万8千円となります。
　一方、関西の最高路線価である阪急百貨店前680万円（同地点のピークは平成3年の
2,830万円）は、平成3年のピーク時の約24％の水準となりました。こちらは、はがき
一枚分の面積でおおよそ10万円です。

　各都道府県の最高路線価地点は県庁所在地であることが多いのですが、千葉県では
千葉市から柏市へ交代しました。なお、２位は船橋市の地点で、千葉市は３位でし
た。「千葉駅側通りのオフィス需要の落ち込みが影響」とのことです。
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◇ 結び
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(2) 足立
足立区千住3丁目
(北千住駅西口駅前広場通り)

1,740 千円 1,680 千円 +3.6% +0.0%

(2) 向島
墨田区京島1丁目
(曳舟川通り)

480 千円 470 千円 +2.1% +0.0%

(44) 川崎南
川崎市川崎区駅前本町
(川崎駅東口広場通り)

1,920 千円 1,890 千円 +1.6% -2.1%

(1) 緑
横浜市青葉区美しが丘1丁目
(たまプラーザ駅前通り)

970 千円

(2) 川崎北
川崎市高津区溝口1丁目
(溝口駅前広場通り)

1,120 千円

※「川崎市川崎区駅前本町(川崎駅東口広場通り)」については平成24年分から最高路線価の所在地が変更されている。

　今回の路線価は、東日本大震災の影響が反映されたはじめての路線価となります。平成24年の
路線価は4年連続の下落となりました。大都市を中心に下落幅が縮小し、一部では上昇しました。
　一方で、東日本大震災は被災地以外にも影響を及ぼし、東海沖から四国沖で発生を警戒され
ている「南海トラフ地震」での津波被害が懸念される太平洋沿岸部において地価下落を拡大させ
る要因となりました。

　首都圏においては、群馬県、栃木県、茨城県が依然として大きな下落となりましたが、東京都、
神奈川県、千葉県、埼玉県は-1%～-2%程度と、千葉県を除き下落幅は縮小しました。千葉県に
ついては、東日本大震災による液状化被害が大きかった浦安市、千葉市美浜区等が大きく下落
したことが影響したものと思われます。

　なお、東京国税局各税務署管内の最高路線価における、前年比増減率の上位5位は以下のと
おりで、昨年は1地点のみであった上昇地点が6地点に増加しました。

1,110 千円 +0.9% +0.0%

960 千円 +1.0% +4.3%

　3.6%上昇の「足立区千住3丁目」は、東京電機大学が北千住駅東口のJT社宅跡地に東京千住
キャンパスを開設し、マンション需要や店舗の新規出店等の動きが見られることの波及効果と思わ
れます。また、2.1%上昇の「墨田区京島1丁目」についても、最寄駅は異なるものの本年5月に開
業した東京スカイツリーの波及効果と思われます。

　今後の見通しですが、消費税の動向が需要者の行動に影響すると考えられます。
　既に本年6月26日、消費増税関連法案が衆議院を通過しました。参議院の通過は本稿作成時
ではまだですが、2014年4月に8％、2015年10月に10％となるのはほぼ確実の情勢です。
　来年、2013年は住宅需要が大きく膨らむと予想されますが、その後の落ち込みもまた大きくなる
と考えられます。
　また、税率以外の制度が変わらないとすると、個人が売主の中古住宅の場合は消費税がかから
ないので、消費税増税後は相対的に中古住宅市場の魅力が高まるのではないでしょうか。
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